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貸    借    対    照    表

令和　２年３月３１日現在
(単位：円)

科 目 金        額 科目 金        額

（ 資 産 の 部 ） （  負  債  の  部  ）

 流      動      資      産 1,199,261,596  流       動       負       債 1,590,678,668

現 金 及 び 預 金 7,766,220 支 払 手 形

受 取 手 形 買 掛 金 197,454,479

売 掛 金 720,321,210 短 期 借 入 金 804,005,472

製 品 リ ー ス 負 債 ( 流 ) 1,050,876

原 材 料 79,847,314 未 払 金 64,748,547

仕 掛 品 25,220,146 未 払 費 用 245,807,845

前 払 費 用 531,980 前 受 金

未 収 連 結 法 人 税 79,801,017 未 払 法 人 税 等 408,000

未 収 入 金 285,438,379 未 払 消 費 税 等 81,918,693

立 替 金 37,700 預 り 金 3,179,891

仮 払 金 297,630 賞 与 引 当 金 192,104,865

 固     定     資     産 835,763,282  固       定       負       債 360,663,498

リ ー ス 負 債 ( 固 ) 3,642,727

長 期 未 払 金 2,388,049

有　 形　 固　 定　 資　 産 657,584,635 退 職 給 付 引 当 金 354,632,722

建 物 200,833,430

建 物 付 属 設 備 44,311,393

構 築 物 47,229,338 負 債 合 計 1,951,342,166

機 械 装 置 83,780,436

車 両 運 搬 具 329,376

金 型 39

工 具 器 具 備 品 3,349,975

土 地 130,859,257 （ 純 資 産 の 部 ）

リ ー ス 資 産 ( 有 形 ) 3,290,681  株    主    資    本 83,682,712

建 設 仮 勘 定 143,600,710

無　形　固　定　資　産 5,930,922 資 本 金 100,000,000

繰 延 資 産 資 本 剰 余 金 10,000,000

施 設 利 用 権 3,510,422 そ の 他 資 本 剰 余 金 10,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 2,420,500

リ ー ス 資 産 ( 無 形 )

利 益 剰 余 金 ▲26,317,288

投 資 そ の 他 の 資 産 172,247,725

そ の 他 利 益 剰 余 金 ▲26,317,288

出 資 金 60,000 別 途 積 立 金 4,000,000

長 期 前 払 費 用 4,672,725 繰 越 利 益 剰 余 金 ▲ 30,317,288

繰 延 税 金 資 産 ( 固 ) 165,815,000

そ の 他 の 投 資 1,700,000

純 資 産 合 計 83,682,712

資 産 合 計 2,035,024,878 負債及び純資産合計 2,035,024,878

令和2年6月30日

第70期決算公告



１．有価証券の評価基準及び評価の方法

取引所の相場のない有価証券(移動平均法に基づく原価法)

２．棚卸資産の評価基準及び評価の方法

原材料 （移動平均法に基づく原価法)

仕掛品 （移動平均法に基づく原価法)

製品 （移動平均法に基づく原価法)

貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定している

３．固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物付属設備を除く）は定額法、その他の有形固定資産は定率法を採用している。

なお、主な耐用年数は以下の通りである。

機械装置８年

・無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用している。なお、ｿﾌﾄｳｪｱについては社内における見込み利用可能期間

（５年）に基づいている

４．引当金の計上方法

賞与引当金・・・・・・・従業員賞与（使用人兼務取締役の使用人分を含む）の支給に充てる

　ため、法人税法に基づいて見積額を計上している。

退職給付引当金・・・従業員退職金の支出に充てるため、法人税法に

　　　　　　　基づいて支給対象期間基準の限度額を計上している。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

６．消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

７．貸借対照表に関する注記

　　1）関係会社に対する短期金銭債権

　　2）関係会社に対する短期金銭債務

個　　別　　注　　記　　表

1,023,988千円

156,272千円


